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問1 第二次世界大戦直後、連合国軍最高司令官総司令部（GHQ）は軍国主義や超国家主義的な教育を排除するため、特定の教科の
授業停止を命じた。このとき、日本歴史や地理とともに授業が停止され、のちに廃止された、戦前の道徳教育を担っていた教
科は何か。 （2009年　全国公立入試　類似）

1.  修身 2.  体操 3.  算術 4.  唱歌

問2 1980年代前半に「増税なき財政再建」を掲げて設置され、土光敏夫を会長として、日本国有鉄道などの民営化や行政組織の合
理化・簡素化を提言する答申を行い、のちの行政改革の指針となった諮問機関は何か。 （2006年　全国公立入試　類似）

1.  経済復興計画委員会 2.  第一次臨時行政調査会 3.  第二次臨時行政調査会 4.  持株会社整理委員会

問3 1960年に改定された安全保障条約において、在日米軍の配置や装備の重要な変更、および日本からの戦闘作戦行動について、
日米両政府間で事前に話し合うこととされた制度を何というか。 （2022年　全国公立入試　類似）

1.  内乱条項 2.  地位協定 3.  極東条項 4.  事前協議制

問4 1980年代後半にソビエト社会主義共和国連邦で発生した出来事について述べた次の文の空欄［　　］に入る、歴史上の出来事
として最も適当なものを答えよ。 ［　　］によって放出された多量の放射性物質は、国境や東側・西側といった政治体制の違
いを越えて、北欧や西ヨーロッパなどの広大な地域に拡散し、地球規模の環境汚染をもたらした。これにより、科学技術の安
全性や環境保護に対する国際的な関心が急速に高まることとなった。 （2026年　全国公立入試　類似）

1.  ウィンズケール原子炉火災事故 2.  スリーマイル島原子力発電所事
故

3.  ボパール化学工場ガス漏れ事故 4.  チョルノービリ原子力発電所事
故

問5 1960年代の日本は高度経済成長の最中にあり、大規模なインフラ整備が進められた。1964年の東京オリンピック開催に合わ
せて開業し、東京と新大阪の間を結んで大量高速輸送を実現した超特急の路線は何か。 （2008年　全国公立入試　類似）

1.  東名高速道路 2.  首都高速道路 3.  名神高速道路 4.  東海道新幹線

問6 サンフランシスコ平和条約の発効によって日本本土が主権を回復した後も、アメリカの施政権下に置かれ続けた地域では、軍
事基地の建設や拡張が進められた。この過程で、アメリカ軍が「銃剣とブルドーザー」と称される強硬な手段を用いて住民の
農地などを強制的に接収したことに対し、地代の適正化や軍用地の強奪反対などを掲げ、保革の立場を超えた住民や自治体が
一体となって展開した抵抗運動を何というか。 （2025年　全国公立入試　類似）

1.  島ぐるみの土地闘争 2.  コザ暴動 3.  銃剣とブルドーザー 4.  祖国復帰運動

問7 1954年に太平洋で発生したマグロ漁船の被爆事件を契機として、日本国内で急速に高まり、全国的な署名活動や翌年の世界大
会開催へとつながった、核兵器の廃絶を求める大衆運動を何というか。 （2006年　全国公立入試　類似）

1.  原水爆禁止運動 2.  祖国復帰運動 3.  基地反対運動 4.  公害反対運動

問8 高度経済成長期の日本では、主要な燃料資源が石炭から石油へと急速に移行し、これに伴って国内の炭鉱が次々と閉山に追い
込まれるなど、産業構造に劇的な変化が生じた。この一連の燃料転換を何と呼ぶか。 （2007年　全国公立入試　類似）

1.  マイカーブーム 2.  レジャーブーム 3.  エネルギー革命 4.  ドーナツ化現象

問9 1960年代の所得倍増計画などによって推進された高度経済成長期において、関東地方から瀬戸内海を経て九州北部に至る沿岸
地域に、重化学工業が集中して形成された巨大な工業地帯・工業地域の連なりを何というか。 （2007年　全国公立入試　類似）

1.  新産業都市 2.  三大都市圏 3.  太平洋ベルト 4.  日本列島改造

問10 1960年代の高度経済成長期における政治状況の変化に関して、1960年に日米安全保障条約改定をめぐる対立などを背景に、
日本社会党の右派が離脱して結成し、その後の野党の細分化の端緒となった政党は何か。 （2005年　全国公立入試　類似）

1.  日本社会党 2.  日本共産党 3.  民主社会党 4.  自由民主党


